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募集の趣旨 

 

中 野 区 立 南 部 障 害 児 通 所 支 援 施 設 （ 愛 称 「 中 野 区 療 育 センターゆめなりあ」 、以 下

「 本 施 設 」 という。） は、発 達 に課 題 のある子 どもや障 害 のある子 どもに対 し、障 害 の状 況

に応 じて発 達 を支 援 することを目 的 に平 成 ２ ８ 年 ９ 月 に設 置 、開 設 しました。このたび、本

施 設 の２ 期 目 の指 定 期 間 が令 和 ８ 年 （ ２ ０ ２ ６ 年 ） ３ 月 末 をもって満 了 するため、新 たに

指定 管 理者 の募 集を行います。 

本 施 設 においては、児 童 福 祉 法 に基 づく指 定 事 業 （ 児 童 発 達 支 援 事 業 、放 課 後 等 デ

イサービス事 業 、保 育 所 等 訪 問 支 援 事 業 、障 害 児 相 談 支 援 事 業 ） のほか、療 育 相 談 事

業や一時 保 護事 業 等を提供 しています。 

近 年 、中 野 区 における支 援 対 象 者 や養 育 に課 題 を抱 える家 庭 は増 加 の一 途 を辿 り、

特 に療 育 相 談 については、そのニーズが高 く、子 どもの発 達 や保 護 者 の養 育 状 況 を把 握

する重 要 な機 会 であるとともに、利 用 者 にとっては、児 童 福 祉 法 に基 づく各 種 事 業 ・ サー

ビスを受 給 するために必 要 なプロセスであるため、本 施 設 の運 営 事 業 者 の選 定 にあたっ

ては、高い専門 性と迅速 な対 応を図ることのできる体 制を求 めます。 

他 方 、民 間 事 業 者 における児 童 福 祉 サービスの運 営 も増 加 傾 向 にあり、各 施 設 が特

色 を持 った運 営 を行 う一 方 で、今 後 は利 用 者 一 人 ひとりのニーズや家 庭 状 況 に応 じたサ

ービスの提 供、質の確保 を図 っていくことが不 可欠 です。  

こうした区 を取 り巻 く状 況 に対 して、区 立 施 設 としての役 割 を踏 まえ、安 定 した事 業 運

営 の他 、発 達に課 題 のある子 ども等 の早 期 発 見 ・ 早 期 支 援 への接 続 、複 雑 化 ・ 複 合 化す

る家 庭 への支 援 、医 療 的 ケア児 等 への支 援 、民 間 事 業 者 との連 携 ・ 質 の確 保 、及 び保 育

園 ・ 幼 稚 園 や学 校 などの施 設 と連 携 したインクルージョンの推 進 など、様 々な課 題 に対 し

て区 と連 携 した取 組 を着 実 に推 進 できる事 業 者 を企 画 提 案 公 募 型 選 定 を通 じて募 集 し

ます。 

 

第１章   施設概要 

 

１  施 設の設 置目 的  

発 達 の課 題 や障 害 のある子 どもに対 し、障 害 の状 況 に応 じて発 達 を支 援 することにより、

子ども及びその家族 の福 祉の向上 を図 ることを目的 に設 置されています。 

 

２  施 設の運 営方 針  

（１ ） 中核 的 機能 を発 揮した取 組の実施  

①幅 広い高度 な専 門 性に基づく発 達支 援 ・家 族 支援 機 能  

・ 高 度 な専 門 性 に基 づく発 達 支 援 ・ 家 族 支 援 が必 要 な障 害 児 （ 重 度 の障 害 や重 複

する障 害、強 度行 動 障害 を有 する児、 医 療的 ケア児等 ）にも対応 します。 

・ 障 害 の有 無 に関 わらず子 どもの育 ちに大 切 な遊 びを通 じて支 援 する視 点 、子 育 て

支 援 という観 点 をもって支 援 を行 うことが重 要 であり、どのような子 ども・ 家 族 であ
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ったとしても、 個 別 性を重 視し、都 度 適 切なアセスメントと支 援 提供 が行 えるように

していきます。 

・ 様 々な専 門 職 がそれぞれの有 する専 門 性 を発 揮 しつつ、職 種 間 で連 携 ・ 協 力 をし

ながら、 子 どもや家 族のニーズを多 方 面 から総 合的 に捉え、チームによる支援 を行

っていきます。 

②地 域の障害 児 通 所支 援 事業 所に対するスーパーバイズ・ コンサルテーション機 能  

    ・ 地 域 全 体 の支 援 の質 の向 上 を図 っていくために、民 間 障 害 児 通 所 支 援 事 業 所 との

相 互 理 解 、信 頼 関 係 を構 築 し、連 絡 、連 携 を意 識 的 に行 ったり、事 業 所 が参 加 す

る会 議体 や研 修 等に積極 的に参 加したり、良 好な関係 を構 築 します。 

③地 域のインクルージョン推 進の中 核機 能  

・ 子 どものライフステージに沿 って、専 門 性 を有 する職 員 が、地 域 の保 健 、医 療 、障

害 福 祉 、保 育 及 び教 育 等 の関 係 機 関 が連 携 を図 り、切 れ目 の無 い一 貫 した支 援

を提 供します。 

④地 域の発達 支 援の入口 としての相 談 機 能  

・ 子 どもの発 達 や育 児 について不 安 を抱 えているような「 気 付 き」 の段 階 にある子 ども

や家 族に対し、丁 寧 に発 達支 援の入 口としての相談 に対 応します。 

(２ )支 援の質と保護 者の利便 性の向 上に向けた取 組の推進  

・ 保 護 者 との連 絡 、事 務 処 理 の効 率 化 、記 録 の管 理 、そして支 援 の質 の向 上 を図 る

ために電子 化を可 能 な限り推 進します。 

 

３  施 設の概 要  

   施  設  名  中野 区 立南 部障 害 児通 所 支援 施設  

   所  在  地  東京 都 中野 区弥 生 町五 丁 目５ 番 ２号  

             （南 中 野区 民 活動 センター併設 ）  

   設 置 者  中野 区  

    設 置 根 拠  中 野区 立 障 害児 通 所支 援 施設 条例  

   施 設 規 模 等  鉄筋 コンクリート・ 鉄 筋造 地 上３ 階    

             敷地 面 積 １ ９ ３０ ． １ ４㎡ 

             延床 面 積 １ １ ０９ ． ９ ７㎡ 

   施 設 内 容  １階 受 付・ 事務 室 医務 室 相 談室 発 達支 援 室 個別 指 導室  

活動 室 生活 室 一 時保 護 室 交 流 室  

              ２階 会 議室 更 衣 室 倉 庫  

    

実 施 事 業  ① 児 童 福祉 法に基づく児 童発 達 支援 事業 、放 課 後等 デイサービス事  

業、保育 所 等訪 問 支 援事 業、障 害児 相 談 支援 事 業  

② その他、区 長が必 要と認める障 害児 支 援に関する事 業  
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第２章  管理・運営 

 

１  指 定 期間  

  令 和 ８ 年 （ ２ ０ ２ ６ 年 ） ４ 月 １ 日 から令 和 １ ３ 年 （ ２ ０ ３ １ 年 ） ３ 月 ３ １ 日 までの５ 年 間 （ 予 定 ）

とします。 

    

２  管 理の基 準  

  指定 管 理者 は次 の基 準により運 営することとします。 

（ １ ） 休業 日  

    休 業 日 は、次 に掲 げるとおりとします。ただし、必 要 があると認 めるときは、あらかじめ

区の承認 を得 て、休 業日 を変 更し、又 は臨時 に休 業 日を定めることができます。 

ア 日 曜日  

 イ 国 民の祝日 に関 する法 律 （昭 和 ２３ 年 法律 第 １７ ８ 号） に規 定する休 日  

 ウ １ 月２ 日 及び同 月３ 日  

 エ １ ２月 ２ ９日 から同月 ３ １日 まで 

（２ ） 開所 時 間  

    午 前 ９ 時 から午 後 ６ 時 までとします。各 事 業 のサービス提 供 時 間 については、４ の

（ ２ ） に記 載 のとおりとします。ただし、必 要 があると認 めるときは、あらかじめ区 の承 認

を得て、利 用 時間 を変更 することができます。 

 

３  業 務の分 類  

指定 管 理者 が行 う管 理運 営 業務 は、性質 上、以下 の表 のとおり分類 します。 

性 質 別 分 類  

協 定 書  

(仕 様 書 ) 

記 載 の有 無  

条 例 で定 めの

ある各 施 設 の

設 置 目 的 の

範 囲 内 か 否

か 

業 務 内 容  

指 定 事 業  

指 定 管 理 者 が、施 設 の利 用 者 から徴 収 する利

用 料 金 や事 業 の利 用 者 から徴 収 する参 加 費 、

入 場 料 等 の料 金 、その他 業 務 に伴 い見 込 まれ

る収 入 及 び指 定 管 理 料 を基 に、区 が定 めた業

務 の範 囲 内 で行 う事 業  

○ 

（ 必 要 ）  

○ 

(目 的 内 ）  

区 が実 施 を義 務 付 け

る業 務  

○ 

(目 的 内 ）  

指 定 管 理 者 が 企 画 ・

提 案 した業 務  

自 主 事 業  

指 定 管 理 者 が、自 己 の費 用 と責 任 により、指

定 事 業 の実 施 を妨 げない範 囲 において、施 設

の設 置 目 的 の効 果 的 な達 成 のため行 う事 業  

○ 

（ 必 要 ）  

○ 

(目 的 内 ）  

施 設 の設 置 目 的 内 の

事 業  

× 

(目 的 外 ）  

行 政 財 産 の目 的 外 使

用 許 可 による事 業  
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４  業 務の範 囲  

本 施 設において、指 定 管 理者 が行う業 務 の範 囲 は、次 のとおりです。申 請 にあたっては、

次に掲げる条 件を前 提としたうえで、提案 及び経費 の積 算を行 ってください。 

なお、区が示 した業 務の範 囲 内 で、指 定 管 理 者 候補 者 が提 案した業 務について、選 定 後、

協 定 締 結 までに行 う区 との事 業 内 容 に関 する具 体 的 な協 議 の結 果 、変 更 が生 じることもあ

ります。 

 

（ １ ） 施設 運 営  

施   設   運   営  

施 設 運 営 ・ 事 業 運 営 全 体 管 理  

① 主 な事 務 内 容  

 ア 施 設 維 持 管 理 に関 する事 務   

イ 利 用 者 及 び職 員 に関 する庶 務 事 務  

ウ 利 用 者 との契 約 に関 する事 務  

エ 障 害 児 通 所 給 付 費 等 の国 民 健 康 保 険 団 体 連 合 会 への請 求 に関 する事 務  

オ 利 用 者 負 担 金 等 の徴 収 に関 する事 務  

カ 運 営 に関 する予 算 、決 算 、統 計 、事 業 概 要 の作 成 等  

キ 事 業 利 用 者 の送 迎 バスの契 約 及 び利 用 調 整 等 に関 する事 務 ／  

    送 迎 バスの運 行 委 託 契 約 締 結 事 務 ／ 運 行 業 者 とのバスポイントの調 整 ／ 利 用 者

調 整 ／ 毎 日 の利 用 確 認 と運 行 業 者 への連 絡 調 整 等  

② 施 設 管 理 業 務 内 容  

 ア 毎 日 清 掃 業 務        ク 消 防 用 設 備 保 守 点 検 業 務  

イ 定 期 清 掃 業 務        ケ 空 調 設 備 機 器 保 守 点 検 業 務  

ウ 廃 棄 物 収 集 業 務       コ 自 家 用 電 気 工 作 物 保 守 点 検 業 務  

エ 機 械 設 備 管 理 業 務     サ 給 付 費 請 求 用 機 器 保 守 業 務  

オ 警 備 管 理 業 務        シ 樹 木 剪 定 等 業 務  

カ 建 物 保 全 業 務        ス その他 施 設 管 理 業 務  

キ 自 動 扉 保 守 点 検 業 務    

③ 物 品 の維 持 管 理 及 び保 全 （ 軽 微 な修 繕 及 び整 備 ） 、施 設 内 の清 潔 保 持 、整 頓 その他 の

環 境 整 備  

④ 安 全 の確 保  

 消 防 及 び地 震 対 策 の計 画 の策 定 、感 染 症 や災 害 が発 生 した場 合 の業 務 継 続 計 画 及

び安 全 計 画 の策 定 、消 防 署 等 関 係 機 関 との連 携 、計 画 に従 った避 難 訓 練 等 を実 施 する

こと。 
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（２ ） 障害 児 支援 事 業運 営  

児 童 福 祉 法 に定 める児 童 発 達 支 援 事 業 、放 課 後 等 デイサービス事 業 、保 育 所 等 訪 問

支 援 事 業 、障 害 児 相 談 支 援 事 業 及 びその他 区 長 が必 要 と認 める障 害 児 支 援 事 業 を実

施します。 

①  指定 事 業の事業 内 容  

事  業  内  容 

ア 児 童 福 祉 法 第 ６ 条 の２ の２ 第 ２ 項 に基 づく児 童 発 達 支 援 事 業  

 未 就 学 の障 害 のある子 どもに対 し、障 害 の状 態 及 び発 達 の過 程 ・ 特 性 等 を理 解

し、発 達 及 び生 活 の連 続 性 に配 慮 した発 達 支 援 を行 います。また、子 ども自 身 の力

を十 分 に認 め、一 人 一 人 の障 害 の状 態 及 び発 達 の過 程 ・ 特 性 等 に応 じた適 切 な援

助 及 び環 境 調 整 を行 います。 

 

定    員 ：  １ 日 定 員 ３ ０ 人  

開  設  日 ：  月 曜 日 から土 曜 日 の６ 日 間  

時    間 ：  午 前 ９ 時 ２ ０ 分 から午 後 ４ 時 ４ ５ 分 まで 

ア） ３ 歳 児 未 満 クラス 

通 所 形 態 ： １ 人 あたり 週 １ ～ ２ 日 程 度  （ 親 子 通 園 ）  

イ） ３ 歳 児 以 上 クラス 

通 所 形 態 ： １ 人 あたり 週 ５ 日 程 度  

（ 親 子 通 園 、単 独 通 園 を組 み合 わせてください）  

ウ） 保 育 園 等 在 籍 児 クラス（ 原 則 、個 別 指 導 ）  

通 所 形 態 ： １ 人 あたり 月 ２ 回 程 度 通 園  

 

※ 理 学 療 法 士 、作 業 療 法 士 、言 語 聴 覚 士 及 び心 理 職 をそれぞれ 1 人 以 上 、配 置

してください。イの放 課 後 等 デイサービス事 業 との兼 務 を可 とします。 

【 児 童 発 達 支 援 事 業 を実 施 しない日 】  

事 務 整 理 期 間 ： ４ 月 １ 日 ～ ６ 日 、３ 月 ３ ０ 日 及 び同 月 ３ １ 日  

イ 児 童 福 祉 法 第 ６ 条 の２ の２ 第 ３ 項 に基 づく放 課 後 等 デイサービス事 業  

 学 齢 期 の障 害 のある子 どもに対 し、個 々の障 害 の状 態 や発 達 の状 況 、障 害 の特

性 等 に応 じた本 人 への発 達 支 援 （ 本 人 支 援 ） を行 うほか、子 どもの発 達 の基 盤 とな

る家 族 への支 援 （ 家 族 支 援 ） を行 います。 また、学 校 等 と連 携 を図 りながら支 援 を

行 います。  

 

定    員 ：  １ 日 定 員 ２ ０ 人  

開  設  日 ：  月 曜 日 から土 曜 日 の６ 日 間  
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時    間 ：  平   日    放 課 後 (午 後 １ 時 )から午 後 ５ 時 まで 

学 校 休 業 日  午 前 １ ０ 時 から午 後 ５ 時 まで 

ウ 児 童 福 祉 法 第 ６ 条 の２ の２ 第 ５ 項 に基 づく保 育 所 等 訪 問 支 援 事 業  

  子 どもが集 団 生 活 を営 む施 設 を訪 問 し、集 団 生 活 への適 応 のために専 門 的 な支

援 等 を行 います。 

 

開  設  日 ：  月 曜 日 から金 曜 日 の５ 日 間  

時    間 ：  午 前 ９ 時 ３ ０ 分 から午 後 ４ 時 ３ ０ 分 まで 

対 象 施 設 ： 保 育 所 、幼 稚 園 、認 定 こども園 、小 学 校 、特 別 支 援 学 校 、乳 児 院 、児

童 養 護 施 設 等  

訪 問 員 ： 児 童 指 導 員 、保 育 士 、作 業 療 法 士 、心 理 職 等  

支 援 内 容 ：  本 人 への支 援 、訪 問 先 施 設 職 員 に対 する支 援 、家 族 に対 する支 援  

支援計画の作成：  子 ども本 人 や保 護 者 の意 見 を聴 き、支 援 目 標 を設 定  

モニタリングによって半 年 から１ 年 ごとに見 直 しを行 う 

※ 上 記 事 業 ア、イ及 びウには「 中 野 区 指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 等 の人 員 、設 備 及 び

運 営 の基 準 に関 する条 例 （ 令 和 ３ 年 中 野 区 条 例 第 ４ ３ 号 ） 」 を最 低 基 準 とし、多 機

能 型 事 業 所 のうち、規 模 別 の配 置 としてください。 

エ 児 童 福 祉 法 第 ６ 条 の２ の２ 第 ６ 項 に基 づく障 害 児 相 談 支 援 事 業  

 児 童 発 達 支 援 の適 切 な実 施 のため、障 害 のある子 どもや保 護 者 の生 活 全 般 にお

ける支 援 ニーズや解 決 すべき課 題 等 を把 握 し、最 も適 切 な支 援 の組 み合 わせにつ

いて検 討 し、障 害 児 支 援 利 用 計 画 を作 成 します。 

 

開  設  日 ： 月 曜 日 から金 曜 日 の５ 日 間  

時    間 ： 午 前 ９ 時 ０ ０ 分 から午 後 ５ 時 ０ ０ 分 まで 

オ 療 育 相 談 事 業  

 

発 達 に課 題 のある子 どもの子 育 て、福 祉 に関 する相 談 に応 じ、療 育 の必 要 性 を

判 断 するなど助 言 等 を行 います。 

 

開  設  日 ： 月 曜 日 から金 曜 日 の５ 日 間  

カ 中 野 区 立 障 害 児 通 所 支 援 施 設 一 時 保 護 事 業 実 施 要 綱 （ 平 成 １ ７ 年 中 野 区 要 綱

第 ６ ４ 号 ） に基 づく一 時 保 護 事 業  

 保 護 者 が疾 病 、用 事 、休 養 等 の理 由 により、障 害 や発 達 に課 題 のある高 校 生 ま

での子 どもを介 護 することが困 難 になった時 に、日 中 に一 時 預 かりを行 います。 

 

実 施 日 ： 月 曜 日 から土 曜 日 の６ 日 間  

時  間 ： 月 曜 日 から金 曜 日  午 前 ９ 時 から午 後 ６ 時 まで 

     土 曜 日         午 前 ９ 時 から午 後 ４ 時 まで 
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定   員 ： １ 日  ３ 人  

キ 中 野 区 立 障 害 児 通 所 支 援 施 設 医 療 的 ケア実 施 要 綱 （ 平 成 ２ ２ 年 中 野 区 要 綱 第 １

３ ３ 号 ） に基 づく医 療 的 ケアの実 施  

 医 師 以 外 の者 が行 うことができる、日 常 生 活 に必 要 な以 下 の処 置 を行 います。 

 

処置内容： た ん の 吸 引 ・ 経 管 栄 養 ・ 導 尿 ・ 酸 素 管 理 ・ 常 用 薬 の 与 薬  

実 施： 児 童 発 達 支 援 事 業 （ 送 迎 バ ス の 同 乗 を 含 む ） ・ 放 課 後 等 デ イ  

対象事業 サ ー ビ ス 事 業 （ 送 迎 バ ス の 同 乗 を 含 む ） ・ 一 時 保 護 事 業  

ク 保 護 者 支 援 プログラム 

  保 護 者 同 士 のつながりづくり・ 仲 間 づくりに向 けた取 組 等 とともに、広 く障 害 や

子 どもへの関 わり方 を学 んでいく機 会 を提 供 します。 

ケ きょうだい児 対 応  

 アの児 童 発 達 支 援 事 業 における親 子 通 園 等 の場 合 において、対 象 児 に適 切 な療

育 環 境 を提 供 するために、きょうだい児 の保 育 を行 います。 

コ 中 核 的 機 能 を担 う事 業 所 としての取 組  

 ア） 幅 広 い高 度 な専 門 性 に基 づく発 達 支 援 ・ 家 庭 支 援 機 能  

イ） 事 業 所 に対 するスーパーバイズ・ コンサルテーション機 能  

ウ） 地 域 のインクルージョン推 進 の中 核 機 能  

エ) 地 域 の発 達 支 援 に関 する入 口 としての相 談 機 能  

※中 核 機 能 強 化 事 業 所 加 算 の基 本 要 件 ・ 体 制 要 件 のすべて満 たすこと。 

サ 中 野 区 が行 う発 達 支 援 事 業 の支 援 機 関 としての事 務 等  

 ア） 保 育 園 等 入 園 児 、小 学 校 等 入 学 時 の移 行 支 援 事 業  

イ） 関 係 機 関 が実 施 するケース会 議 への参 加  

ウ） 中 野 区 職 員 の研 修 受 入 れ 

エ)発 達 障 害 等 の理 解 促 進 及 び地 域 の関 係 機 関 、教 育 機 関 の療 育 的 対 応 技 術

の育 成 を目 的 とした研 修 ・ 実 習 棟 の受 入 や関 係 機 関 への講 師 派 遣  

② 自主 事 業  

    ①に掲 げた事 業のほかに応募 者が実施 を提 案する事 業  

    ※指 定 管 理 者 が自 己 の費 用 と責 任 において、施 設 の設 置 目 的 の効 果 的 な達 成 のた

めに行 うもの。 

（３ ） 職員 配 置等  

  事 業 の実 施 については、区 が求 める事 業 のサービス水 準 を維 持 するために必 要 な職

員を配置 してください。 

業務 の運 営にあたり、次の職 員を配置 してください。 

（ア）施 設 管理 運 営 にあたる職 員  



8 

 

a） 事業 責 任者 （ 以下 「施 設 長」 という。）  

b） 事務 職 員  

   （イ）児 童の支 援 にあたる職 員  

a） 児童 指 導員  

b） 保育 士  

c） 看護 師  

d） 心理 職 （公 認 心理 師、臨床 心 理士 または臨 床発 達 心理 士 ）  

e） 理学 療 法士  

f） 作業 療 法士  

g） 言語 聴 覚士  

h） 相談 支 援専 門 員  

i） 嘱 託医 （ 内科 ・ 小 児科 ・ 児童 精 神科 ・ 歯科 ）  

        j）その他、事業 の実 施にあたり必 要と思われる職員 等  

（４ ） 責任 の分 担  

区帰 責 事由 、指 定 管 理者 帰 責事 由、双 方 に帰 責のない事 由によるリスクに対する責

任(費用 負 担)については、次表 のとおりとします。 

なお、次表 に分 類されない事項 については、施 設の特 性に合 わせて個別 に協 定 等 で定

めるか、区と指 定管 理者 の協 議により対 応することとします。 

また、次表 は区 の指 定した業 務範 囲において適 用されることとし、指 定 管理 者が自 らの

責で行う自主 事 業については、全 て指 定 管理 者の責 任及 び費用 負 担とします。 

リスク種 別  リスク内 容  

費 用 負 担 者  

区  
指 定  

管 理 者  

管 理 運 営 内 容 の

変 更  
区 の政 策 判 断 による変 更  ○  

管 理 運 営 の中 断  
区 に帰 責 事 由 があるもの ○  

指 定 管 理 者 に帰 責 事 由 があるもの  ○ 

施 設 の損 傷  
指 定 管 理 者 に帰 責 事 由 がある損 傷   ○ 

経 年 劣 化 ・ 特 定 不 能 な第 三 者 による損 傷  ○※１   

備 品 の毀 損 ・ 滅 失  

指 定 管 理 者 帰 属 の備 品 が毀 損 ・ 滅 失   ○ 

区 帰 属 の備 品 が、指 定 管 理 者 の責 により毀 損 ・

滅 失  
 ○ 

区 帰 属 の備 品 が、経 年 劣 化 ・ 特 定 不 能 な第 三

者 の責 により毀 損 ・ 滅 失  
○※１   

施 設 の原 状 回 復  指 定 管 理 者 の変 更 時 における施 設 の原 状 回 復   ○ 

需 要 の変 動  大 規 模 な外 的 事 由 (自 然 災 害 による利 用 制 限  ○ 
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等 )に起 因 しない需 要 変 動 ※２  

募 集 要 項 等 の不

備  
募 集 要 項 等 の不 備 ・ 瑕 疵 による不 利 益  ○  

※１ 指定 管 理料 にて対 応する修 繕、原 状回 復を含む。なお、１件 の予 定 価格 が 

５０ 万 円以 下の小 規 模な修繕 については、指 定管 理 料にて指 定管 理 者が行  

うこと。 

※２  大規 模な自 然 災害 等により、区が指定 事 業を制限 した場合 や施 設を避 難所  

として運営 した場合 等については、その間 の逸 失利 益 及び指 定管 理 料は区の負

担とする。ただし、補 償すべき額 は、制限 された規模 に見 合った利 用料 金 収入 額

や管 理運 営にかかった経 費等 に限 ることとし、具体 的な金 額 は区と指 定管 理 者

の協 議により定 める。 

 

第３章 利用者負担金・指定管理料 

 

１  利 用 者負 担 金  

利 用 者 負 担 金は障 害 児 通 所 給 付 費 支 給 対 象サービス利 用 者 負 担に該 当 する利 用 者

の自 己 負 担 金 となります。利 用 者 負 担 金 の収 納 管 理 は、未 納 や滞 納 が出 ないよう計 画

的に実施 してください。 

 

２  管 理 運営 に要 する経 費  

（１ ） 施設 の管 理 運営 に必 要な経費  

    指 定 管 理 者 は、施 設 の管 理 運 営 に必 要 な経 費 を、児 童 福 祉 法 第 ６ 条 の２ の２ 第 ２ 項

に規 定 する児 童 発 達 支 援 事 業 、児 童 福 祉 法 第 ６ 条 の２ の２ 第 ３ 項 に規 定 する放 課 後

等 デイサービス事 業 及 び児 童 福 祉 法 第 ６ 条 の２ の２ 第 ５ 項 に規 定 する保 育 所 等 訪 問

支 援 事 業 に係 る障 害 児 通 所 給 付 費 及 び利 用 者 自 己 負 担 金 、児 童 福 祉 法 第 ６ 条 の２

の２ 第 ６ 項 に規 定 する障 害 児 相 談 支 援 事 業 に係 る障 害 児 相 談 支 援 給 付 費 のほか区

が支 払う指定 管 理料 によって賄うものとします。 

    指 定 管 理 料 の参 考 価 格 （ 上 限 額 ） は、【 参 考 資 料 】 （ ２ ４ 頁 ） のとおりとしますので、こ

れを基 に年 間の収 支 計画 を作 成してください。 

（２ ） 管理 運 営に係る予算  

    管理 運 営に係 る予 算については、申請 書に添 付した収 支計 画の金 額がそのまま採 用

されるのではなく、区 と指 定管 理 者とで協 議を行い、会 計年 度 （４ 月 １日 から翌年 の３

月３ １ 日まで） 毎に定 めます。 

（３ ） 指定 管 理料 の支 払い 

    指定 管 理料 の支払 額、支 払時 期 及 び方 法は年度 協 定で定め、四 半期 毎の前 金によ

る概 算払 いとします。 
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（４ ） 指定 管 理料 の精 算  

    指定管理者は、会計年度終了後の年度協定に定める経費の精算を行い、指定

管理料に余剰金が生じたときには、年度協定に別に定める場合を除き、区に返

還します。  

  

第４章 募集・選定・指定 

 

１  募 集 手続 について 

 

募集 ・ 選定 ・ 指定 のスケジュール 

内 容  日 程  

募集 期 間  
令和 ７ 年７ 月 １日 （ 火 ）  

～７ 月 ３０ 日 （水 ）  

説明 会 ・施 設 見学  令和 ７ 年７ 月 １５ 日 （ 火）  

質問 受 付期 間  
令和 ７ 年７ 月 １５ 日 （ 火） 午 後１ 時  

～７ 月 ２２ 日 （火 )午 後５ 時  

質問 票 回答  令和 ７ 年７ 月 ２４ 日 （ 木） まで 

申請 書 類提 出 期間  
令和 ７ 年７ 月 ２４ 日 （ 木）  

～７ 月 ３０ 日 （水 ）  

指定 管 理者 候 補者 の選 定審 査  

（書 類 ・ヒアリング）  
令和 ７ 年９ 月 上旬  

選定 結 果の通知  令和 ７ 年９ 月 下旬  

東 京 都 障 害 児 通 所 支 援 事 業 所 指 定 協 議

説明 会 （１ １ 月度 ） 参 加申 し込 み 
令和 ７ 年１ ０ 月頃  

指定 管 理者 の指 定 （ 区議 会での議 決 ）  令和 ７ 年１ ２ 月中  

東 京 都 障 害 児 通 所 支 援 事 業 所 指 定 協 議

説明 会 出席  
令和 ７ 年１ ２ 月上 旬  

指定 管 理者 への業 務の引継 ぎ 令和 ８ 年１ 月 ～３ 月  

指定 管 理者 制 度に基づく協 定の締結  令和 ８ 年３ 月  

指定 管 理者 による運 営開 始  令和 ８ 年４ 月 １日 （ 水 ）  

※ 指 定 管 理 者 が変 更 になる場 合 、新 規 の事 業 所 指 定 となり、指 定 協 議 を行 うためには

説 明 会 への参 加 が前 提 となります。そのため、東 京 都 （ 公 益 財 団 法 人 東 京 都 福 祉 財

団 が開 催 ） の障 害 児 通 所 支 援 事 業 所 指 定 協 議 説 明 会 への参 加 申 込 み、及 び管 理

者の参加 は必 ず行 ってください。 

     また、同 じく指 定 管 理 者 が変 更 になる場 合 、上 記 日 程 にて業 務 の引 継 ぎを行 います。 
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２  申 請 資格  

障 害 児 支 援 に理 解 と熱 意 を持 ち、本 募 集 要 項 に記 載 する内 容 について理 解 ・ 実 行 し、

施 設 を効 率 的 かつ安 定 的 に運 営 することができる法 人 で、次 の条 件 をすべて満 たす法 人

とします。 

ア 令 和７ 年 ７月 １ 日 現在 、３ 年 以上 の法 人運 営 実績 があること。 

イ 令 和７ 年 ７月 1 日現 在、児 童福 祉 法 に定める児 童 発達 支 援事 業 及び放課 後 等

デイサービス事業 を３ 年以 上 実施 していること。 

ウ 児 童 福 祉 法 に定 める児 童 発 達 支 援 事 業 、放 課 後 等 デイサービス事 業 、保 育 所

等 訪 問 支 援 事 業 及 び障 害 児 相 談 支 援 事 業 の実 施 について、事 業 者 自 らが指

定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 所 及 び指 定 障 害 児 相 談 支 援 事 業 所 として中 野 区 長

の指 定を受ける見 込 があること。 

     エ 法人またはその代表者が次のいずれにも該当しないこと。 

①  法律行為を行う能力を有しない者 

②  破産者で復権を得ない者 

③  地方自治法施行令(昭和２２年政令第１６号)第１６７条の４第２項の 

規定により区における一般競争入札等に参加させないこととされてい

る者 

④地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の規

定により指定の取消しを受けた日から２４か月を経過しない者 

⑤地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により管理の業務の停止を

命ぜられ、その停止の期間が経過しない者 

⑥指定管理者による施設の管理を、地方自治法第９２条の２、第１４２

条及び第１８０条の５第６項に規定する区に対する請負とみなした場

合において、当該各条のいずれかに規定する兼業禁止の規定の適用を

受けることとなる者 

 

３ 申請手続 

（ 1）申 請 書類  

  「提 出 書類 一 覧 表」 【 別紙 １ 】（ ２ ７頁 ）を参照 してください。 

（２ ） 申請 手 続  

 ① 募 集の周知   

次の事項を公告するとともに、区のホームページにおいても、周知しま

す。 

ア 施 設の名称 及び所在 地  

イ 募 集期 間  

ウ 申 請の資格 及び条件  

エ 選 定の基準 等  

② 説 明会 ・ 施設 見 学会 の開 催   
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募集 内 容に関する説 明会 及 び施 設 見学 会を開 催します。申 請を検 討している場

合は必ず参加 してください。 

ア 開 催日 時  令和 ７年 ７ 月１ ５ 日（ 火 ）  午前 １ ０時 から正午 まで   

イ 開 催場 所  本施 設  

ウ 留意事項   説 明 会 への参 加 は、会 場 の都 合 上 、１ 法 人 につき２ 人 まででお

願いします。 

エ 申込方法 説明会及び見学会の申込みは、「募集説明会・施設見学会

参加申込書」に記入のうえ、電子メールで送信してくだ

さい。 

電子メール送信の際は、件名を「指定管理者募集説明会

申込書」としてください。 

【提 出 先】健康福祉部障害福祉課子ども発達支援係 

【電子メール】hattatsushien@city.tokyo-nakano.lg.jp 

オ 申込期限 令和７年７月１４日（月）午後５時まで 

③ 質問の受付 

ア 受付方法 

募 集 に関 する質 問 がある場 合 には、質 問 票 に記 入 のうえ、電 子 メールで送

信してください。 

電 子 メール送 信 の際 は、件 名 を「 指 定 管 理 者 募 集 質 問 票 」 としてください。 

【提 出 先】健康福祉部障害福祉課子ども発達支援係 

        【電子メール】  hattatsushien@city.tokyo-nakano.lg.jp 

      イ  受 付 期間  令 和７ 年 ７月 １５ 日 （火 ） 午後 １ 時 から 

７月 ２ ２日 （ 火） 午 後 ５時 まで 

ウ  回 答 方 法   令 和 ７ 年 ７ 月 ２ ４ 日 （ 木 ） までに、質 問 者 名 を伏 せて、説 明 会

に参 加された全 ての法人 あてに、電 子メールで回答 します。 

④ 申 請書 類の受 付  

ア 提 出期 間  

令和７年７月２４日（木）午前９時 

～７月３０日（水）午後５時まで 

イ 提 出方 法  

申請される際はその旨上記提出期間の前日午後５時までに電話及び電 

子メールにてお知らせください。お知らせ後、区のファイル送受信サー

ビスにより、引取便メールをお送りいたしますので、当メールに「提出

書類一覧表」【別紙１】（２７頁）に掲げる申請書類をデータにて添付の

上、ご返信ください。 

※ 提出書類のうち、登記事項証明書（原本）及び誓約書（要押印）

のみ紙文書にて直接お持ちいただくか郵送にてご提出ください。郵

送の場合も同様に７月３０日（水）必着とします。 
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      ※ 企画提案として求める事項は、【別紙２】（２９頁）を参照してく

ださい。 

      ウ 提 出先  

健康 福 祉部 障 害福 祉課 子ども発 達 支 援係  

中野 区 役所 ３ 階５ 番 窓口 （ 中野 区 中野 四 丁目 １ １番 １ ９号 ）  

電話 ： ０３ （ ３２ ２ ８ ） ５６ １ ３[直 通] 

電子メール：hattatsushien@city.tokyo-nakano.lg.jp 

 

４  選 定 手続  

（１ ） 指定 管 理者 候 補 者  

指定 管 理 者候 補 者 の選 定については、庁内 に設置 する「中 野区 立 南 部障 害 児 通所

支 援施 設 指 定 管 理 者 選定 委 員 会 」の審 査に基 づき選 定します。選 定委 員 会 は非 公開

とします。 

（２ ） 選定 の方 法  

財 務 診 断、書 類 審 査 及 びヒアリング審 査 で行います。審 査の結 果 、最 も得 点 の高 い

者から優 先交 渉 権者 を選 定します。 

※ 申 請 者 数 の状 況 によっては、２ 段 階 選 考 を行 う場 合 があります。ヒアリングを行

う事 業者 は書 類 審査 により選考 し、その結 果は申請 者に通 知いたします。 

（３ ） 選定 基 準  

    【別 紙 ３】 （ ３３ 頁） を参 照してください。 

 

５  選定結果の通知 

（ １ ）通知方法 

審査の結果は、申請者に文書により通知します。  

     通知 時 期は令和 ７ 年９ 月 下旬 を予定 しています。 

（２ ） 指定 前 協議  

    選 定 された候 補 者 は区 と指 定 前 に業 務 計 画 や業 務 水 準 について協 議 を行 います。

優 先 交 渉 権 者 と協 議 が整 わない場 合 は、次点の者 を指 定 管 理 者 の候 補 者 として繰 り

上げます。 

 

６  指 定 管理 者の指 定手 続  

指 定 管 理 者 候 補 者 が、指 定 管 理 者 として事 業 運 営 を行 うためには、地 方 自 治 法 ２ ４ ４

条 の２ 第 ６ 項 の規 定 に基 づき、中 野 区 議 会 の議 決 を経 て、指 定 管 理 者 に指 定 することが

条件 となります。 

   議決 は令 和 ７年 １２ 月 中を予定 しています。 

 

 

７  指 定 結果 の公 表  
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   指定 管 理者 を指定 したときは、その旨告 示するとともに、下記 の項 目を区の 

ホームページで公 表 します。 

①  選定 の結 果  

    ア 件 名  

    イ 募 集概 要  

    ウ 選 定した日  

    エ 申 請者 数 及び第１ 位の候 補者 名  

    オ 申 請者 ごとの評 価点  

    カ 評 価の考 え方 （選 定 理由 、講 評に相当 するもの）  

②  指定 した日  

③  指定 した法人 名  

④  指定 の期 間  

また、区は提出 された選定 書 類、選定 経 過 及び結果 等について、情 報公 開 請求 があっ 

た場 合は、「 中野 区 区政 情 報の公開 に関 する条 例 （昭 和 ６ １年 中野 区 条例 第 ９号 ） 」の定

めるところにより、原 則公 開します。 

 

第５章 指定管理者指定後の手続 

 

１  指 定 管理 者との協定 の締 結  

（１ ） 協定 の締 結  

指定 管 理者 として指 定後 、企 画 提案 書において提案 された内 容等 の詳 細について事

前協 議を行い、区 と協定 を締 結します。 

（２ ） 締結 する協定 の種類  

① 協 定については、指定 期 間中 に共 通する事 項について定める「 基本 協 定」 と、各 年

度の事業 内 容、指定 管理 料 等について定 める「 年 度協 定 」及 び、区が指 定管 理 者に

貸付 ける物品 について定める「 物 品協 定 」 の３ 種の協定 を締 結 します。 

② 協 定書 の解 釈について疑義 が生 じた場合 又は協 定書 に定 めのない事 項が発生 した

場合 は、区及 び指 定 管理 者は誠 意をもって協 議するものとします。 

協 定 記 載 事 項  
基 本  

協 定  

年 度  

協 定  

協 定 (基 本 ・ 年 度 )締 結 の目 的  ○ ○ 

管 理 する施 設 (名 称 ・ 所 在 地 等 ) ○  

指 定 期 間  ○  

年 度 協 定 の期 間   ○ 

管 理 の基 準  ○  
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業 務 の範 囲  

(実 施 を義 務 づける事 業 や設 備 点 検 、清 掃 等 を具 体 的 に示 した仕 様 書 を

添 付 ) 

○ ○ 

業 務 に係 る経 費 の管 理  

(経 理 事 務 の区 分 、年 度 による会 計 管 理 、専 用 口 座 の開 設 等 ) 
○  

業 務 計 画  

(収 支 計 画 書 は協 定 締 結 時 に別 途 提 出 を求 める) 
○ ○ 

事 業 報 告  

(提 出 された事 業 報 告 書 は機 密 情 報 を除 いて、公 表 を前 提 とする) 
○  

施 設 状 況 の把 握 (第 三 者 評 価 等 の実 施 ) ○  

計 画 を上 回 った利 用 料 金 収 入 、事 業 収 入 、その他 の収 入 の取 扱 い ○ ○ 

指 定 管 理 料 の積 算  

(精 算 を要 する経 費 の総 額 及 び細 目 を明 記 ) 
○ ○ 

指 定 管 理 料 の精 算  ○ ○ 

指 定 管 理 料 の変 更  ○ ○ 

指 定 管 理 料 の支 払 い(時 期 ・ 方 法 等 ) ○ ○ 

法 令 等 の遵 守  ○  

適 切 な人 員 体 制  ○  

情 報 資 産 （ 特 に個 人 情 報 保 護 ） の取 扱 い ○  

守 秘 義 務  ○  

施 設 情 報 等 の公 開  ○  

第 三 者 への業 務 の委 託  ○  

施 設 賠 償 責 任 保 険 等 の加 入  ○  

障 害 者 差 別 解 消 法 への対 応  ○  

高 齢 者 及 び障 害 者 の雇 用 促 進 並 びに障 害 者 就 労 施 設 等 からの物 品 等

の調 達 の推 進 への配 慮  
○  

環 境 負 荷 低 減 の取 組  ○  

備 品 の調 達 ・ 修 繕 義 務 者 及 び帰 属  

(指 定 管 理 料 により対 応 する備 品 修 繕 は、区 が必 要 と認 めたものを対 象

とするため、実 施 前 に区 と協 議 を行 うことを明 記 ) 

○  

施 設 の修 繕 、工 事  

(指 定 管 理 料 により対 応 する施 設 修 繕 は、区 が必 要 と認 めたものを対 象

とするため、実 施 前 に区 と協 議 を行 うことを明 記 ) 

○  
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大 規 模 災 害 時 の住 民 の受 け入 れ、避 難 所 運 営 等  ○  

責 任 の分 担  ○  

危 機 管 理  ○  

不 利 益 処 分 (指 定 の取 消 ・ 管 理 業 務 の停 止 ) ○  

指 定 期 間 満 了 時 の手 続 き(業 務 の引 継 ぎ、原 状 回 復 ) ○  

協 議 事 項 (協 定 に定 めがない事 項 や疑 義 発 生 時 等 ) ○ ○ 

 

２  指 定 事業 所の開 設手 続き及び準 備業 務（指定管理者が変更した場合 ）  

指 定 管 理 者 として指 定 を受 けた者 は、別 に区 が定 める方 法 により、令 和 ７ 年 度 におい

て準 備業 務 （引 継ぎ）を行います。 

（ １ ） 指定 事 業所 の開 設手 続  

    令和 ８ 年３ 月 末までに完 了して下 さい。 

事 業 者 自 らが指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 所 として東 京 都 知 事 の指 定 を受 けてくださ

い。これに係 る経 費は指定 管 理者 の負 担とします。 

（２ ） 管理 運 営の準備 業務 期 間  

令和 ８ 年１ 月から３ 月 末までの３か月間   

（３ ） 準備 業 務における契 約  

  準 備 業 務 に係 る経 費 については、原 則 、新 たな指 定 管 理 者 の負 担 としますが、区 の

予 算 の範 囲 内 で、準 備 業 務 委 託 契 約 を締 結 します。提 案 に基 づいて職 員 を適 切 に

配置 し、確実 に準 備 業務 （ 引継 ぎ） ができる態 勢を確保 してください。 

  ※ 別 途契 約となるため、申 請時 、委 託 契約 に係 る見 積は、提出 不 要です。 

 

第６章 指定管理者の管理・運営に関する諸注意 

 

１  法 令 等の遵守  

 施 設 の管 理 ・ 運 営 にあたっては、法 令 及 びそれに基 づく関 連 基 準 、通 知 等 （ 以 下 法 令

等という。）を遵守 することとします。主 なものは次のとおりです。 

  ・地 方 自治 法 （昭 和２ ２ 年法 律 第６ ７ 号）  

  ・社 会 福祉 法 （昭 和２ ６ 年法 律 第４ ５ 号）  

  ・児 童 福祉 法 （昭 和２ ２ 年法 律 １６ ４ 号 ）  

  ・障 害 者基 本 法（ 昭和 ４ ５年 法 律第 ８ ４号 ）  

    ・ 障害 者の日 常 生活 及び社 会生 活を総合 的に支 援するための法 律  

（平 成 １７ 年 法律 第 １ ２３ 号 ）  

  ・知 的 障害 者 福 祉法 （ 昭和 ３ ５年 法 律第 ３ ７号 ）  

  ・身 体 障害 者 福 祉法 （ 昭和 ２ ４年 法 律第 ２ ８３ 号 ）  

  ・発 達 障害 者 支 援法 （ 平成 １ ６年 法 律第 １ ６７ 号 ）  

  ・精 神 保健 及び精 神障 害 者福 祉に関する法 律（ 昭 和２ ５ 年 法律 第 １２ ３ 号）  
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  ・障 害 者虐 待の防 止、障害 者の養 護者 に対する支 援 等に関 する法 律  

（平 成 ２３ 年 法律 第 ７ ９号 ）  

  ・障 害を理 由とする差 別の解消 の推 進 に関する法 律  

（平 成 ２５ 年 法律 第 ６ ５号 ）  

  ・労 働 基準 法 （昭 和２ ２ 年法 律 第４ ９ 号）  

  ・労 働 安全 衛 生 法（ 昭 和４ ７ 年法 律 第５ ７ 号）  

  ・最 低 賃金 法 （昭 和３ ４ 年法 律 第１ ３ ７ 号）  

  ・医 療 法（ 昭 和２ ３年 法 律第 ２ ０５ 号 ）  

  ・特 定 非営 利 活 動促 進 法（ 平 成１ ０ 年法 律 第７ 号 ）  

  ・中 野 区公 の施 設 に係る指 定管 理 者の指定 手 続に関する条 例  

（平 成 １６ 年 中野 区 条例 第 ２号 ）  

  ・中 野 区立 障 害 児通 所 支援 施 設条 例（ 平 成１ ５ 年中 野 区条 例 第２ ６ 号）  

  ・中野区指定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する 

  条例（令和３年中野区条例第４３号） 

・中 野 区公 契 約条 例 （令 和 ４年 中 野区 条 例第 ８ 号）  

 

２  情 報 資産 の取 扱 いと個 人 情報 の保 護  

   施 設 の管 理 運 営 にあたっては情 報 資 産 の取 扱 い及 び情 報 セキュリティに関 する法 令 等

を遵 守 するとともに、区 の定 めた手 順 等 に準 じた対 応 を行 い、情 報 セキュリティインシデン

トを起 こさないよう努 めることとします。 

指 定 業 務 を行 う上 で指 定 管 理 者 が得 た個 人 情 報 は「 個 人 情 報 の保 護 に関 する法 律 」

（ 平 成 １ ５ 年 法 律 第 ５ ７ 号 ） 及 び「 中 野 区 個 人 情 報 の保 護 に関 する法 律 施 行 条 例 （ 令 和

５年 中 野区 条 例第 ６ 号） 」 等、区の基準 に準拠 し、適切 に管 理 し取り扱うこととします。 

 

３  施 設 情報 等の公 開  

指 定 管 理 者 制 度 には 高 い 透 明 性 が 求 め ら れる こ と から 、 指 定 管 理 者 は 施 設 の

管 理 運 営 業 務 に 関 し て 保 有 す る 情 報 に つ い て 、 公 開 す る よう 努 め な け れ ば な りま

せ ん 。 情 報 の 公 開 に あ た っ て は 、 「 中 野 区 区 政 情 報 の 公 開 に 関 す る 条 例 」 の 趣

旨 に 則 り 、 各 指 定 管 理 者 が 作 成 し た 情 報 公 開 規 程 に 基 づ き 情 報 開 示 の 申 し 出

に 対 して 適 切 に 対 応 す るこ と とし ま す 。  

 

４  施 設 管理 運 営状 況の把握  

指 定 管 理 者 は、自 ら意 見 交 換 会 やアンケートにより、利 用 者 の声 を把 握 するとともに、

第 三 者 （ 外 部 専 門 機 関 ・ 専 門 家 等 ） による評 価 として、東 京 都 福 祉 サービス評 価 推 進 機

構 が実 施 している福 祉 サービスに関 する第 三 者 評 価 制 度 による評 価 を受 けることとします。 

また、区 が実 施 する労 働 環 境 モニタリングを通 じて事 業 主 として適 正 な労 働 環 境 の整

備を行っているか評 価を受けることとします。 
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５  事 業 報 告 書 の 提 出 ・ 公 表  

  管 理 業 務 の 履 行 状 況 に つ い て の 月 次 報 告 書 及 び 施 設 の 利 用 状 況 や 指 定 管

理 料 の 収 支 状 況 、 事 業 計 画 時 に 設 定 し た 目 標 の 達 成 状 況 等 の 年 次 の 事 業 報

告 書 （ 収支報告書含む ） を 区 に 提 出 する こ とと し ます 。  

当 該 年 度 の 施 設 運 営 等 に 関 す る 事 業 報 告 書 に つ い て は 、 翌 年 度 に ホ ー ム ペ ー

ジ 等 で 公 表 す るこ とと し ます 。  

な お 、 指 定 管 理 料 の 収 支 状 況 に は 、 法 人 本 部 （ 拠 点 間 ） と の 繰 入 金 支 出 ・

収 入 が あ る 場 合 は 、そ の 内 容 を 明 確 にし て 下 さ い。  

 

６  備品の調達・修繕義務及び帰属等 

（ １ ） 備品 の取 扱い 

① 区が購 入する備 品  

指定 事 業を実施 するうえで、必 要不 可 欠 であると区が判 断した備 品は、区が備 品

購入 費により購入 して指 定管 理 者に貸与 します。 

その際 、区 は貸 与 備 品のリストを作 成し、両者 で共 有する他 、備品 の自 己 検査 等

の機 会を利用 し定 期 的にその所 在や状 態 を確 認します。 

また、区 が貸与 した備 品の修 繕 対応 や購 入、廃 棄にあたっては、次 のとおりとします。 

 

・  当 該 備品 が経 年 劣化 や特 定 不能 な第 三者 の責 により、毀 損・ 滅 失し、指 定

事業 に供 することができなくなったときは、区が原状 の回 復に要 する費 用を

負担 する。修 繕により対応 する場合 は、指 定管 理 者と協議 のうえ、見 積 金額

に応じて区 又は指 定 管理 料により指定 管 理者 が実 施する。 

買替 が必 要な場 合は区が備品 購 入費 により新たに備 品を購 入 し、原 状に

回復 する。なお、これによりがたい場合 、備 品購 入 費相 当を指 定管 理 料に含

み、指 定 管理 者が購 入することも可 能であるが、例 外的 な取 扱いである。 

  また、緊急 を要 する場 合は費用 負 担、備品 の帰 属、原 状回 復者 等につい

て、指 定 管理 者と協 議のうえ、区又 は指 定管 理 者が原状 に回 復することが

できる。 

・  当 該 備品 が指 定 管理 者の責により毀 損・ 滅 失したときは、指定 管 理者  

が原 状の回復 に要 する費 用を負担 する（ 法人 等の自 己負 担 ） 。 

指定 管 理者 は当 該 備品 を修 繕し、又 は当該 備 品と同等 の機 能を有する 

ものを調達 する等の方法 により、原 状に回復 する。 

・  区 が貸 与した備 品 の廃 棄処 理については、原 則 区が行う。ただし、指  

 定管 理 者と協議 のうえ、指定 管 理料 により指 定 管理 者が行 うこともでき 

る。指 定 管理 者が廃 棄した場 合でも、区 へ報 告し、貸 与備 品 リストの更 新や

不用 品への組 替 処 理等 を行 う必 要があることに留 意すること。 
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② 指 定管 理 者が購 入する備 品  

指定 管 理者 が指 定 事業 の実 施において必要 であると自 ら判 断して備 品を調達 す

る場 合 及 び自 主 事 業 等 の指 定 事 業 範 囲 外 で使 用 するために備 品 を調 達 する場 合 は、

指定 管 理者 がその費 用を負担 します（ 法 人等 の自 己 負担 ）。 

なお、当該 備 品の修 繕対 応や廃 棄処 理にあたっては、指定 管 理者 が行 うこととしま

す（ 法人 等の自 己負 担） 。 

③ 調 達した備 品の帰属 や原 状 回復 への対応 義 務者 、指 定 期 間終 了 後の備品 の取扱

い 

 

種 別  

費 用  

負 担

者  

調 達 手

続  

備 品

の帰

属  

備 品 管

理  

毀 損 ・ 滅 失 の場 合

の 

原 状 回 復 者  

指 定 期 間 終 了

後 の 

取 扱 い 

・ 指 定 事 業 を

実 施 するうえ

で 必 要 不 可

欠 であると区

が 判 断 し た

備 品  

区  

区 が購 入

し て 、 指

定 管 理 者

に 貸 与 す

る 

又 は指 定

管 理 者 が

購 入 する 

区  

区 の規 定

に 従 い 行

う 

【 経 年 劣 化 や特 定 不

能 な 第 三 者 の 責 に よ

り毀 損 ・ 滅 失 し、使 用

す る こ と が で き な く な

った場 合 】  

・ 見 積 金 額 に 応 じ て 区

又 は指 定 管 理 料 に よ

り指 定 管 理 者 が修 繕

を行 う 

・ 区 が 新 た な 備 品 を 購

入 する 

指 定 管 理 者 の 指

定 替 えがあった 場

合 にも、当 該 備 品

は 引 き 続 き 、 新 た

な指 定 管 理 者 によ

り当 該 事 業 のため

に使 用 される 

【 指 定 管 理 者 の 責 に

より毀 損 ・ 滅 失 した場

合 】  

・ 原 因 者 で あ る指 定 管

理 者 が原 状 回 復 に要

す る 費 用 を 負 担 す る

（ 法 人 等 の 自 己 負

担 ）  

・ 上 記 以 外 の

備 品  

 

指 定  

管 理

者  

指 定 管 理

者 が 自 ら

の 費 用 に

よ り 購 入

す る （ 法

指 定  

管 理

者  

指 定 管 理

者 に よ る

管 理 ( 区

の 規 定 に

従 う 必 要

・ 指 定 管 理 者 が 自 らの

判 断 と 費 用 に よ り 原

状 回 復 す る （ 法 人 等

の自 己 負 担 ）  

指 定 管 理 者 の 指

定 替 えがあった 場

合 には、指 定 管 理

者 が 撤 去 す る 。 な

お、指 定 管 理 者 か
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人 等 の自

己 負 担 ）  

はない) ら の 申 し 出 が あ れ

ば 寄 付 受 領 等 の

対 応 を 行 う こ と を

検 討 する。 

 

７  第 三 者 へ の 業 務 の 委 託  

指 定 管 理 者 は 、 業 務 の 全 部 又 は 主 た る 部 分 を 第 三 者 に 委 託 し 、 又 は 請 け 負

わせ る こと は でき ま せん 。 ただ し 、 利 用 者 の 送 迎 に か かる 業 務 及 び あ ら かじ め 区 の

承 認 を 受 け た 施 設 、 設 備 な どの 保 全 業 務 等 に つ い ては この 限 り で はあ り ま せん 。  

施設 の管 理 ・運 営にあたり、第 三者 に委 託できる内 容は、次 の事 項とします。第 三 者に

委託 する場合 は､守 秘義 務 契約 を締 結する等、適 正な情報 資 産の管理 に十 分 努めて下

さい。 

【施 設 管理 業 務内 容 】  

ア 毎 日清 掃 業務       ク 消 防用 設 備保 守 点検 業 務  

イ 定 期清 掃 業務       ケ 空 調設 備 機器 保 守点 検 業務  

ウ 廃 棄物 収 集業 務       コ 自 家 用 電気 工 作物 保 守点 検業 務  

エ 機 械設 備 管理 業 務    サ 給付 費 請求 用 機器 保 守業 務  

オ 警 備管 理 業務       シ 樹 木剪 定等 業 務  

カ 建 物保 全 業務       ス その他施 設管 理 業務  

キ 自 動扉 保 守点 検 業務    

 

８  施 設 賠 償 責 任 保 険 等 の 加 入  

指 定 管 理 者 に は 施 設 賠 償 責 任 保 険 及 び 第 三 者 賠 償 責 任 保 険 へ の 加 入 を

義 務 付 け ま す 。 補 償 内 容 は 区 が 加 入 し て い る 特 別 区 自 治 体 総 合 賠 償 責 任 保

険 の 補 償 と 同 等 以 上 の もの と しま す 。  

な お 、 保 険 料 に つ い て は 、 施 設 の 管 理 運 営 に 不 可 欠 な 経 費 と し て 、 指 定 管 理

料 に 含 め てく だ さい 。  

【 参 考 】  

特 別 区 自 治 体 総 合 賠 償 責 任 保 険 にお け る 保 険 金 額 （ 保 険 金 支 払 限 度 額 ）  

身 体 障 害 事 故  １ 人 に つき １ 億 円  １ 事 故 に つ き １ ０ 億 円  

財 物 損 壊 事 故  １ 事 故 に つ き ２ ， ０ ０ ０ 万 円  

 

９  租 税 公課  

租税公課については申請者が所管の税務署と都税事務所に確認してください。 
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１ ０  障害 者 差別 解 消法 への対応  

施設 の管 理 運営 にあたっては、「 障 害を理 由とする差 別の解 消 の推 進に関する法 律 」

（平 成 ２５ 年 法律 第 ６ ５号 ）の趣 旨を踏まえ、障 害を理由 として障害 者でない者と不 当な

差別 的 取扱 いをすることにより、障害 者の権利 利 益を侵害 しないこととします。また、障害

者から現に社 会的 障 壁の除去 を必 要としている旨の意思 の表 明があった場合 において、

その実 施に伴う負 担 が過 重でないときは、障害 者の権 利利 益を侵害 することとならないよ

う、当 該 障害 者の性 別、年齢 及び障 害の状態 に応 じて、社 会 的障 壁の除 去の実 施につい

て必 要かつ合 理的 な配慮 を行 うものとします。 

 

1 1  ウェブアクセシビリティ及びユニバーサルデザインへの配 慮  

指定 管 理者 施 設のホームページをはじめとしたウェブコンテンツについては、下記 の内容

を参 考 に、ウェブアクセシビリティ向 上 の取 組 を進 めていくことを協 定 に定 めることとします。 

・総 務 省「 みんなの公 共サイト運 用ガイドライン(２０ １ ６年 版 )」  

（ JIS X 8341-3:2016の適 合レベルAA に準拠 ）  

・中 野 区情 報 発信 のユニバーサルデザインガイドライン 

 

１ ２  高 齢 者 及 び 障 害 者 の 雇 用 促 進 並 び に 障 害 者 就 労 施 設 等 か ら の 物 品 等 の

調 達 の 推 進 へ の 配 慮  

施 設 の 管 理 運 営 に あた っ ては 、 「 障 害 者 の 雇 用 の 促 進 等 に 関 す る 法 律 （ 昭

和 ３ ５ 年 法 律 第 １ ２ ３ 号 ） 」 、 「 高 年 齢 者 等 の 雇 用 の 安 定 等 に 関 す る 法 律 （ 昭

和 ４ ６ 年 法 律 第 ６ ８ 号 ） 」 、 「 国 等 に よる 障 害 者 就 労 施 設 等 か ら の 物 品 等 の 調

達 の 推 進 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 ２ ４ 年 法 律 第 ５ ０ 号 ） 」 の 趣 旨 を 踏 ま え 、 高 齢

者 及 び 障 害 者 の 雇 用 の 促 進 並 び に シル バ ー 人 材 セ ンタ ー 及 び 障 害 者 施 設 、 高

齢 者 や 障 害 者 を 多 数 雇 用 す る 企 業 等 から の 物 品 や サ ー ビス の 調 達 へ の 配 慮 を

行 う もの と しま す 。  

 

１３  環 境負 荷 低減 への取 組  

中 野 区 は、区 役 所 本 庁 舎 及 び庁 外 施 設 における環 境 負 荷 の低 減 を図 るため、「 環 境 マ

ネジメントシステム」 を運 用 しています。環 境 マネジメントシステムの運 用 には事 業 者  の協

力 が不 可 欠 であり、施 設 の管 理 運 営 業 務 などにあたっては、省 エネの推 進 ならび に環 境

負 荷 の少 ない物 品 及 びサービスの調 達 など、環 境 保 全 に十 分 配 慮 するものとします。また、

「 中 野 区 電 力 調 達 方 針 」 の趣 旨 に則 り、環 境 負 荷 の少 ない電 力 （ 再 生 可 能 エネルギー１ ０

０%の電 力等 ）を調 達することを原 則とします。 

 

1 ４  大 規 模 災 害 時 の 住 民 の 受 け 入 れ、 避 難 所 運 営 等  

現 在 、 本 施 設 は 二 次 避 難 所 （ 福 祉 避 難 所 ） の指 定を受けています。二 次 避難 所

は中 野区 地 域防 災 計画 に基 づき設置 され、避 難 所での集 団 生活 が困 難な児 童等 を対 象

としています。 
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指定 管 理者 は二 次 避難 所 （福 祉 避難 所 ）運 営を含む必 要な訓練 等について、区 ととも

に実 施することとします。 

 

1 ５  専 用 口 座 に よ る 管 理  

指 定 管 理 業 務 に 係 る 収 支 を 適 切 に 管 理 し 、 把 握 す る ため 、 法 人 本 体 の 口

座 と は 別 の 専 用 の 口 座 を 開 設 す る こ とと し ます 。  

 

16  指 定 の 取 消 し 等  

   区 は 、 指 定 管 理 者 が 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と き は 、 指 定 管 理 者 の

指 定 を 取 消 し 又 は 期 間 を 定 め て 業 務 の 全 部 又 は 一 部 の 停 止 を 命 ず る こ と が で

きま す 。  

（ １ ） 当 該 施 設 の 設 置 条 例 又 は 協 定 の 規 定 に 違 反 し たと き 。  

（ ２ ） 当 該 施 設 の 指 定 管 理 者 募 集 要 項 に 定 め た 資 格 要 件 を 失 っ た とき 。  

（ ３ ） 申 込 書 類 の 内 容 に 虚 偽 が あ る こと が 判 明 し た とき 。  

（ ４ ） 指 定 管 理 者 の 業 務 の 実 施 に 際 し、 不 正 行 為 が あ った と き。  

（ ５ ） 指 定 管 理 者 の 経 営 状 況 の 悪 化 等 に よ り 管 理 業 務 を 継 続 す る こ  と が 不 可

能 又 は 著 し く 困 難 にな っ たと 区 が 判 断 し たと き 。  

（ ６ ） 指 定 管 理 者 か ら 指 定 の 取 消 又 は 管 理 業 務 の 全 部 も し く は 一 部 の 停 止 を

求 め る 申 し 出 があ った と き。  

（ ７ ） 当 該 施 設 が 、 公 の 施 設 と し て 廃 止 さ れる こ とと な っ たと き 。  

（ ８ ） 指 定 管 理 者 が 暴 力 団 等 に 該 当 す る こ と が 判 明 し た と き ( 中 野 区 暴 力 団 排

除 条 例 第 ７ 条 第 ５ 項 ) 。  

（ ９ ） そ の 他 、 区 が 当 該 指 定 管 理 者 に よ る 管 理 を 継 続 す る こ と が 適 当 で な い と 判

断 し たと き 。  

 

17  暴 力 団 排 除 措 置  

   中 野 区 は 、 「 中 野 区 暴 力 団 排 除 条 例 」 （ 平 成 ２ ４ 年中 野 区条 例 第２ ７ 号） 及 び

「 中 野 区 暴 力 団 排 除 条 例 施 行 規 則 」 （ 平 成 ２ ４ 年 規 則 第 ５ ８ 号 ） に 基 づ き 、

暴 力 団 排 除 活 動 を 推 進 し てい ま す。 指 定 管 理 者 制 度 によ る 公 の 施 設 の 管 理

運 営 に お いて も 暴 力 団 、 暴 力 団 関 係 者 及 び 暴 力 団 関 係 者 が 関 与 す る 団 体 を

排 除 す る ため 、 指 定 管 理 業 務 の 実 施 に あた り 同 条 例 等 を 遵 守 し て くだ さ い。  

また、施 設 の管 理 運 営 に際 して、指 定 管 理 者 は暴 力 団 等 による不 当 な要 求 に対 しては、

「 中 野 区 暴 力 団 排 除 条 例 にかかる事 務 処 理 要 領 」 に基 づいて、施 設 所 管 課 に報 告 の上 、

適切 に対 応してください。 

 

１ ８  労 働 者 等 に 係 る 適 正 な 労 働 条 件 の 確 保  

   中 野 区 は 、 「 中 野 区 公 契 約 条 例 （ 令 和 ４ 年 中 野 区 条 例 第 ８ 号 ） 」 に 基 づき 、

公 契 約 に 係 る 入 札 、 契 約 等 の 適 正 化 、 労 働 者 等 に 係 る 適 正 な 労 働 条 件 の 確
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保 並 び に 公 契 約 の 適 正 な 履 行 及 び 品 質 の 確 保 を 推 進 し てい ま す。 指 定 管 理 者

制 度 に よ る 公 の 施 設 の 管 理 運 営 に お いて も 、 業 務 に 従 事 す る 労 働 者 等 の 適 正

な 労 働 条 件 の 確 保 等 を 図 る ため 、 指 定 管 理 業 務 の 実 施 に あた り 同 条 例 等 を 遵

守 し てく だ さい 。  

 

1 ９  業 務 の 引 継 ぎ  

指 定 管 理 者 は 指 定 管 理 期 間 の 満 了 や 指 定 の 取 消 し 等 に 伴 い 、 本 施 設 の 業

務 を 他 の 事 業 者 に 引 き 継 ぐ 場 合 は 、 区 と 協 議 の 上 、 円 滑 に 引 継 ぎ を 行 う こと と

しま す 。  

また 、 施 設 、 設 備 等 は 、 原 則 、 原 状 回 復 を 行 う こ とと し ます 。
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【参 考 資料 】  

 

１  職 員 配置 （ 参考 ）                          R7.3 現 在  

職 種  常勤  非常 勤  

施設 長  １人   

事務 職 員  ２人  １人  

児童 発 達支 援 管理 責任 者   ２ 人 ※  

福祉 職(児 童指 導 員 ・保 育 士) ９人  １８ 人  

理学 療 法士  １人  １人  

作業 療 法士  １人  ４人  

言語 聴 覚士  ３人  ２人  

心理 職  ４人  ４人  

看護 師   ８人  

音楽 講 師   １人  

相談 支 援専 門 員   ２人  

スーパーバイザー  ５人  

合  計  

２２ 人  ４６ 人  

６８ 人  

（常 勤 換 算 36.6 人 ※）  

   ※児 童発 達 支 援管 理 責任 者 １名 は施設 長と兼 務。 

その他 嘱 託医 師 （内 科・ 小 児科 ・ 児童 精 神科 ・ 整形 外 科・ 歯 科医 ５ 人）  

   なお、常勤 換 算 はスーパーバイザー除く。 

 

２  管 理 運営 に関 する経 費  

   「 指 定 管 理 料 」 の参 考 価 格 （ 上 限 額 ） は以 下 のとおりです。これを基 に、指 定 期 間 各 年

度 収 支 計 画 （ 様 式 ７ ） を作 成 して下 さい。（ 参 考 価 格 （ 上 限 額 ） 内 で応 募 者 が想 定 する

指定 管 理料 の金 額も示してください。）  

（ １ ） 指定 管 理料 の参 考価 格 （上 限 額）  

１９ ０ ，４ ０ ２， ０ ０ ０円 （以 降 各年 度 ）  

    上 記 金 額 は、管 理 運 営 に係る経 費 から障 害 児 通 所 給 付 費 、利 用 者 自 己負 担 金 及び

障害 児 相談 支 援給 付費 を差 し引 いた残 りの額 となっています。 

※ 上 記 の金 額 はあくまでも参 考 価 格 であり、令 和 ８ 年 度 予 算 編 成 の過 程 によっては、

変更 （ 減額 ）が生じることも考えられます。 

   ※ 指 定 管 理 者 と協 定 締 結 前 に行 う協 議 により、事 業 内 容 を修 正 した場 合 は、参 考 価

格（ 上 限額 ）の範 囲 内で指定 管 理料 を変 更する可 能性 があります。 

   ※ 指 定 期 間 分 （ 令 和 ８ 年 度 ～ 令 和 １ ２ 年 度 ） 各 々について積 算 し、収 支 計 算 書 を提

出してください。 
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（２ ） 施設 管 理経 費  

   【参 考 】  

   ア 令 和６ 年 度 管理 運 営に関する経 費（ 決 算）  

〔支 出 合計 額 〕  ２ ８６ ， １８ ５ 千円  

〔収 入 額〕  

指定 管 理料                     １８ １ ，８ ０ ７千 円  

          障 害児 通所 給 付費 及び利 用者 自 己負 担 金 １ ２１ ， ３８ ５ 千円  

        障害 児 相談 支 援給 付 費               ６， ０ ２４ 千 円  

   イ 公 共料 金 （ 令和 ６ 年度 実 績）  

    （ア）電 気     １ ，２ ４ ３千 円         

    （イ）ガス       ９ ９９ 千 円         

    （ウ）水 道       ２ １８ 千 円          

   ウ 保 守管 理 経 費  

（ア）  機 械 警 備 ・ 自 家 用 電 気 工 作 物 保 安 管 理 業 務 ・ 消 防 設 備 等 保 守 点 検 業 務 ・ 自

動 制 御 装 置 （ 空 調 用 ） 保 守 点 検 業 務 ・ 給 排 水 衛 生 設 備 保 守 管 理 業 務 ・ 環 境

衛 生 管 理 業 務 ・ 害 虫 等 調 査 及 び防 除 （ 隣 接 の南 中 野 区 民 活 動 センターが一

括で契約 、按 分した経費 を支 払う）  

        令和 ６ 年度 実 績     ３ ６ ２千 円  

    （イ）自 動ドア保守  

令和 ６ 年度 実 績     １０ ８ 千円  

    （ウ）Ｇ Ｈ Ｐ保 守  

       令和 ６ 年 度実 績     １８ １ 千円  

   エ 清 掃 業務 委 託  

      令和 ６ 年度 実績     ３ ，７ ４ ８ 千円  

   オ 送 迎 費  

     送迎 バス（マイクロバス３ 台 ・小 型 ワゴン車１ 台 ）  

参考 見 積額  ５ ７， ９４ ８ 千円  

 

  （３ ） 利用 実 績   

   ア 児 童発 達 支 援事 業  

 令和 ４ 年度  令和 ５ 年度  令和 ６ 年度  

登録 人 数  １９ ８ 人  １９ １ 人   １９ １ 人  

利用 実 績  ６， ７ ６６ 人  ６， ７ ８７ 人  ６， ６ ９０ 人  

利用 率  ７９ ％  ７９ ％  ７８ ％  

   ・きょうだい児 対 応   ２ ３ ４人  
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   イ 放 課後 等デイサービス事 業  

 令和 ４ 年度  令和 ５ 年度  令和 ６ 年度  

登録 人 数  １０ ５ 人  １０ ３ 人   １０ ２ 人  

利用 実 績  ４， ５ ３２ 人  ４， ０ ７４ 人  ４， ０ ８５ 人  

利用 率  ７７ ％  ７０ ％  ７０ ％  

 

   ウ 障 害児 相 談 支援 事 業  

 令和 ４ 年度  令和 ５ 年度  令和 ６ 年度  

計画  モニタリ ン グ 計画  モニタリ ン グ 計画  モニタリ ン グ 

件数  計  ４ ３ ０ 件  ２ ０ ８ 件  １ ９ ８ 件  １ ７ ７ 件  １ ５ ９ 件  

 

   エ 保 育所 等 訪 問支 援 事業  

 
令和 ４ 年度  令和 ５ 年度  令和 ６ 年度  

登録 者 数  ２０ ０ 人  １９ １ 人  ２３ ４ 人  

延利 用 者数  ５３ ８ 人  ５４ ９ 人  ５８ ７ 人  

実利 用 者数  ５３ ８ 人  ５４ ８ 人  ５８ ７ 人  

訪問 実 施園 数  ２８ ８ 回  ３０ ２ 回  ３２ ３ 回  

 

オ 一 時保 護  

    

   

 

 
令和 ４ 年度  令和 ５ 年度  令和 ６ 年度  

延べ利用 人 数  ３７ ８ 人  ３７ １ 人  ３０ ４ 人  

延べ利用 時 間  １， ６ ８６ 時 間  １， ５ ２０ 時 間  １， １ ８０ 時 間  
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【別 紙 １】  

提  出 書 類 一 覧 表  

提出 書 類  部数  記入 内 容等  

① 指定 申 請書  １部  【様 式 １】  

② 定款  １部  最新 のもの 

③ 登記 事 項証 明 書  １部  提出 日から３ か月 以 内に発行 されたもの 

④ 事業 者 概要  ７部  

【様 式 ２】  

１  法 人の運 営理 念  

２  法 人の沿 革  

３  法 人 代表 者の経 歴  

４  役 員 構成  

５  組 織 図  

６  事 業の実 施状 況  

※ パンフレット等の添付 も可 です。 

７  直 近 の東 京 都 もしくは市 区 町 村 による社

会 福 祉 事 業 を経 営 する社 会 福 祉 法 人 等

の指 導 検 査 結 果 及 び改 善 状 況 報 告 書 の

写し 

  ※ 法 人 設 立 以 降 、指 導 検 査 を受 けてい

ない法 人は提 出不 要 です。 

８  法 人 が実 施 する障 害 児 通 所 支 援 事 業 に

おける福 祉 サービス第 三 者 評 価 の受 審

状況  

⑤ 決算 書 等  

（ 事 業 活 動 収 支 計 算 書 、

資 金 収 支 計 算 書 、 貸 借

対照 表、財 産目 録 等 ）  

１部  

《様 式 自由 》  

１  令 和 5 年 度 法人 全体 の決 算 書  

２  令 和 6 年 度 法人 全体 の決 算 書  

３  令 和 7 年 度 法人 全体 の予 算 書  

⑥ 預金 残 高証 明 書  １部  

《様 式 自由 》  

令 和 ７ 年 ３ 月 末 時 点 の預 金 残 高 が確 認 でき

るもの 

⑦ 誓約 書  １部  【様 式 ３】  

⑧ 事業 参 入理 由 書  ７部  【様 式 ４】  

⑨ 企画 提 案書  ７部  

【様 式 ５】  

各項 目で対 応マニュアル等 を定 めている場

合は、添 付してください。また、給 与 体系 、就

業規 則は別 途添 付してください。また、他 に

職員 の労 務に関する規則 等があれば、合 わ 

せて添 付してください。 
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⑩ 「 職 員 配 置 」 企 画 提

案書  
７部  

【様 式 ６】  

⑪ 「 収 支 計 算 書 」 企 画

提案 書  
７部  

【様 式 ７】  

予定 指 定期 間 分  

（令 和 ８年 度 ～令 和 １２ 年 度）  

 

 

書類作成にあたっての注意事項 

１ ． 提 出 書 類 は 、 中 野 区 ホ ー ム ペ ー ジ （ https://www.city.tokyo-

nakano.lg.jp/jigyosha/nyusatsu/shiteikanrisya/0686107520240705111920908.html ）

よりダウンロードし、指定の方法にてデータにて提出してください。 

  また、必ず各書類をＰＤＦ化してご提出ください。ＰＤＦ化後、ファイル

名は提出書類名及び法人名としてください。 

  例：①指定申請書（株式会社中野区役所） 

２．提出書類③（原本）及び⑦（要押印）のみ紙文書にて指定の方法で提出し

てください。 

３．提出書類④、⑧、⑨、⑩、⑪については、作成後、ファイルを複製及び加

工し、２種類提出して下さい。 

複製した方のファイルについては、法人名や理事長名、法人の既存の運営

施設名等、法人を特定できるような名称の部分は空欄にするか塗りつぶしま

たは記号等を使用し、加工を施してください。 

また、上記注意事項１と同じく、ＰＤＦ化後はファイル名に「加工済」等

記載し、加工したこと分かるような記載を行ってください。 

  ４．提出書類⑨について、各種添付書類はフォルダ分け等、企画提案書のどの

項目にあたる添付書類か分かるように提出してください。 

    また、上記注意事項３と同じく、法人を特定できるような名称の部分に対

し、塗りつぶし等の加工を行ったものと行っていないもの、２種類のファイ

ルを提出して下さい。 

５．区は、事業予定者の公表等で書類が必要な時は、提出書類の内容を無償で

使用できるものとします。 

６．区が提供する資料は、申請にかかわる検討以外の目的で使用することを禁

じます。また、この検討の目的の範囲内であっても、中野区の了承を得るこ

となく第三者に対してこれを使用させ、内容を提示することを禁じます。 

７．区は提出書類等を指定管理者選定及びその後の指定管理による管理運営業

務以外の目的で使用しません。また、他の申請者に無断で公表しません。た

だし、提出された書類等は、中野区区政情報の公開に関する条例に基づき、

公開請求があった場合には公開することがあります。申請に関する費用は申

請者の負担となります。 
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 【別 紙 ２】  

企 画 提 案 書 に つ い て 

 

申請 にあたっては以 下の企画 の提 案を求 めます。 

 項    目  様式 等  内 容 説 明 等  

１  運営 理 念  様 式 ５  

施 設 の設 置 目 的 や関 係 法 令 等 を理 解 したうえで、

施 設 の管 理 運 営 を実 施 するための基 本 的 な考 え方 や

取組 への姿勢 を示 してください。 

２  

権 利 擁 護 ・ 虐

待 防 止 ・ 身 体

拘 束 の 適 正

化 、 個 人 情 報

の保 護  

様 式 ５  

 権 利 擁 護 、虐 待 防 止 、身 体 拘 束 の適 正 化 、個 人 情

報 の保 護 についての考 え方 、具 体 的 な取 組 について示

してください。 

各 項 目 で対 応 マニュアル等 を定 めている場 合 は、添

付してください。 

３  施設 管 理  様 式 ５  

指 定 管 理 者 として行 う施 設 管 理 について、以 下 の項

目を踏まえ、施 設の管理 の考 え方 を示 してください。 

・施 設の特 徴を考慮 した管 理  

・環 境に対する配 慮  

・管 理コスト削減  

・業 務に関する再 委 託の考え方  

４  危機 管 理  様 式 ５  

以 下 の項 目 について、考 え方 、具 体 的 な取 組 につい

て示してください。 

各 項 目 でマニュアル等 を定 めている場 合 は、添 付 し

てください。 

・事 故 防止 ・ 感染 症 対策  

・ 福 祉 避 難 所 運 営 を含 む防 災 及 び防 犯 などの危 機 管

理  

・業 務 継続 計 画及 び安全 計 画の策定  

５  
事 業 運 営 計 画

等  
様 式 ５  

地 域 の障 害 児 支 援 における中 核 的 役 割 を担 う施 設

であることも踏 まえ、以 下 の事 業 等 を効 果 的 かつ効 率

的 に実 施 し、利 用 者 への支 援 を適 切 に行 うための事 業

運 営計 画 を体 系 的に作 成するとともに、中 長 期的 視 点

での目 標や取 組などについても示 してください。 

・児 童 発達 支 援事 業  

・放 課 後等 デイサービス事 業  

・保 育 所等 訪 問支 援 事業  

・障 害 児相 談 支援 事 業  

・一 時 保護 事 業  

・その他 区長 が必 要 と認める事 業  
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６  療育 相 談  様 式 ５  

区 の発 達 支 援 の入 口 としての機 能 を持 つ療 育 相 談

は、子 育 て不 安 を抱 える保 護 者 にとって、子 どもの特

性 を理 解 するための第 一 歩 であり、サービス利 用 前 の

重 要 なプロセスです。保 護 者 の気 持 ちに寄 り添 いなが

ら、限 られた時 間 で専 門 的 な視 点 から適 切 なアセスメ

ントを行 い、保 護 者 のニーズに合 った適 切 な支 援 につ

なげる必 要 があり、療 育 の必 要 性 についての判 断 を伝

える場 でもあります。 

このことを踏 まえ、 療 育 相 談 における、発 達 が心 配

な子 どもを育 てる保 護 者 に対 する丁 寧 な支 援 について

提案 してください。 

７  
放 課 後 等 デ イ

サービス事 業  
様 式 ５  

近 年 、放 課 後 等 デイサービス事 業 の需 要 は高 まって

いるものの、利 用 率 は７ ０ ％ 前 後 で推 移 している現 状

があります。特 に学 校 の長 期 休 業 期 間 や土 曜 日 の利

用率 が低 い傾 向にあります。 

利 用 年 齢 や利 用 意 向 に対 応 したサービスの提 供 、

利 用 率 の向 上に向 けた取 組を具 体 的 に提 案 してくださ

い。 

８  
保 育 所 等 訪 問

支援 事 業  
様 式 ５  

近 年、保 育 園 等の日 常 生 活の安 定のため、子 どもの

特性 等 に応 じた集団 生活 の環境 調 整や工夫 等 の支 援

を希 望 する保 護 者 が増 加 しています。またそのニーズ

に応 えるため、区 内 で民 間 事 業 所 が増 えている現 状 も

あります。 

このことを踏 まえ、以 下 の内 容 について提 案 してくだ

さい。  

・ 個 々のニーズに合 った支 援 、且 つ時 機 を得 た対 応

を行うための工 夫と人員 配 置  

・訪 問から保 護 者への報 告までに要 する期間  

・関 係 機関 と連 携した切れ目のない支援   

・ 民 間 事 業 所 を含 めたサービスの質 の向 上 のための

区立 施 設としての役 割  

９  日々の活 動  様 式 ５  

以 下 の項 目 を視 野 に入 れ、活 動 内 容 を提 案 してくだ

さい。 

・日 課  

・法 人の経 験やノウハウを活かす活 動  

・施 設、設 備の有効 活用  

１０  行事  様 式 ５  
より効 果 的 な支 援 につなげるための行 事 等 を具 体

的に示してください。 
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・利 用 者支 援に必 要 と考える行 事  

・効 果 的な支援 につながる事業 等の取 組  

１１  利用 者の送 迎  様 式 ５  

現 在 、本 施 設 は利 用 者 の送 迎 をバス会 社 への委 託

により行っています。 

厚 生 労 働 省 からの通 知 に、放 課 後 等 デイサービスに

おける送 迎 については障 害 児 の自 立 能 力を妨 げないよ

う配 慮するよう明記 されています。 

上 記 を踏 まえて、どのように送 迎 を行 うか提 案 してく

ださい。 

１２  新たな取 組  様 式 ５  

指 定 管 理 者 が行 う業 務 に関 連 して、新 たな取 組 を

展 開 する場 合 は、その内 容 とともに考 え方 や方 針 ・ 特

色等 について示 してください。 

１３  職員 配 置等  
様 式 ５  

様 式 ６  

以下 の内 容について示してください。 

・職 員 数や専門 職の配置 の考 え方 、勤 務 体制  

・人 材の確 保  

・職 員 配置 表については、様式 ６に示してくださ 

い。 

※新 たな事 業 を提 案 されるときは、対 象 となる職 員 の

職種 や配 置 数が明 確にわかるように示してください。 

※給 与 体 系、就 業 規 則 は別 途 添 付してください。また、

他 に職 員 の労 務 に関 する規 則 等 があれば、別 途 添 付

してください。 

1４  人材 育 成計 画  様 式 ５  
職 員 の資 質 向 上 や定 着 など、人 材 育 成 についての

考え方を示してください。 

1５  個別 支 援  様 式 ５  

利 用 者 の個 別 のニーズに応 じた支 援 の方 法 や考 え

方を示してください。 

・利 用 者の支援 目 標 を達 成するアプローチ 

・ 関 連 機 関 （ すこやか福 祉 センター・ 保 育 所 等 、学 校

等） との連携 について 

1６  
家 族 支 援 ・ 連

携  
様 式 ５  

児 童 の療 育 には障 害 についての家 族 の受 容 や理 解

が重 要 となります。家 族 への支 援 ・ 連 携 の方 法 につい

て、取 組や考え方を示してください。 

1７  

重 度 ・ 要 支 援

家 庭 の 受 入 対

応  

様 式 ５  

専 門 性 を活 かした取 り組 みについて具 体 的 に示 して

ください。 

１８  安定 的な運 営  様 式 ５  

長 期 欠 席 者 や年 度 途 中 の退 所 者 等 も考 慮 し、年 間

を通 じた安 定 的 な運 営 のための工 夫 や、経 営 努 力 につ

いて具 体 的に示してください。 
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1９  
要 望 ・ 苦 情 へ

の対 応  
様 式 ５  

利 用 者 、家 族 等 からの要 望 や苦 情 に対 する取 組 に

ついて具体 的に示してください。 

２０  
民 間 事 業 所 へ

の支 援  
様 式 ５  

事 業 所 間 連 携 強 化 、全 体 的 なサービスの質 の底 上

げ等に対する取 組について具体 的に示してください。 

２１  収支 計 画  様 式 ７  

事 業 運 営 、施 設 の管 理 運 営 に要 する各 年 度 の経 費

を 、 上 記 提 案 事 項 を 反 映 し 、 障 害 児 通 所 給 付 費 収

入 、障 害 児 相 談 支 援 給 付 費 収 入 、人 件 費 支 出 、事 業

費 支 出 、事 務 費 支 出 等 の勘 定 科 目 ごとに積 算 し、収

支計 算 書を示して下 さい。 
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【別 紙 ３】  

選  定   基   準  

 

次の選定 基 準により、選 定します。 

１ 信頼性・社会性に関する評価 

（ １ ）  
Ｉ Ｓ Ｏ マネジメ

ントの取組 等  

ISO9000 シ リ ー ズ ま た は

ISO14000 シリーズ（ エコアク

ション 21 含 む） の認 証 の取 得  

いずれかを取 得 している 

（２ ）  
障 害 者 の 雇

用状 況  

雇 用 期 間 1 年 以 上 の者 を対

象  

※ 民 間 企 業 法 定 雇 用 率

2.5％ 換 算  

※法 定 義 務 のある企 業  

（ 従 業 員 40.0 名 以 上 ）  

法 定 義 務 のある企 業 の場 合  

・ 法 定 雇 用 率 以 上 の雇 用 あり 

・ 法 定 雇 用 率 未 達 成 または雇 用 なし 

法 定 義 務 のない企 業  

・ 雇 用 あり 

・ 雇 用 なし 

（３ ）  
高 齢 者 の 雇

用状 況  

雇 用 期 間 1 年 以 上 の者 を対

象  
雇 用 あり 

（４ ）  
男 女 共 同 参

画の状況  
育 児 ・ 介 護 休 業 制 度 の有 無  あり 

（５ ）  
個 人 情 報 保

護の取組  

ISMS 認 証 またはプライバシー

マークの取 得  
いずれかを取 得 している 

 

２  事 業 運営 ・ 事業 実施 に関 する評価  

（１ ） 指定 管 理者 制 度 を理 解し、指 定管 理 者として施 設の設 置 目的 に合 致した管 理 運営

の理 念及 び基 本 方 針をもっていること。 

（２ ） 権利 擁 護、虐待 防止 、身 体 拘束 の適 正化 、個 人 情報 保 護 について十 分な配慮 があ

り、適 切で具 体的 な仕組 みが構築 されていること。 

（３ ） 施設 管 理について、維 持 管理 や修 繕 についての基 本 的な考え方やコスト削減 の方

法、環境 への配慮 が示されていること。 

（４ ） 危機 管 理に対する意 識が高く、具 体 的な考え方や取組 がなされている。 

（５ ） 中核 的 機能 強 化事 業 所の役割 を踏 まえ、障害 児への療 育活 動の基 本的 考え方が

明確 かつ体系 的に示 されており、事業 計 画 も適 切である。 

（６ ） 不安 を抱 えた保 護者 に寄 り添 った療 育相 談 及び、迅 速かつ専 門性 の高 いアセスメン

トが提 案されていること。 

（７ ） 放課 後 等デイサービス事業 について、利用 率 向上 に資 する具体 的な取 組が提案 さ

れていること。 



34 

 

（８ ） 保育 所 等訪 問 支援 事 業について、必要 な人 員 配置 、及 び専 門的 かつ適切 な期間 で

の対 応が示されている。また、民 間 事業 所 のサービスの質向 上 策も提案 されている。 

（９ ） 法人 の経 験やノウハウが活かされた活動 内 容が提案 されていること。また、施 設や設

備等 の利 用が具 体 的に提案 されていること。 

（ 10） 行事 等について、効 果 的な支援 に繋がる提 案がなされていること。 

（ 11） 送迎 は、障害 児 の自 立能 力を妨げない方 法が提案 されていること。 

（ 12） 高い効果 が期 待できる新 提 案が示 され、具体 的かつ現 実的 であること。 

（ １ ３ ）施 設の管 理運 営を行うにあたり、専 門職 を含 め、基準 を満たした十 分な人 員 配置

が示されていること。また、人材 の確 保 策 についても具 体 的に示されていること。 

（ 1４） 職 員の人材 育 成についての計 画が具体 的で適 切であること。 

（ 1５） 利 用者 個々のニーズに応じた適 切 な支 援方 法を示していること。 

（ 1６） 家 族への支 援 や家 族との連 携方 法 等が、適 切で具体 的 に示されていること。 

（ 1７） 重 度・ 要 支援 家庭 の受 入について、専 門性 を生 かした適切 な対 応が示されている

こと。 

（ １ ８ ）安 定 的な運営 のための工 夫や経営 努力 について、具体 的かつ有 効な取組 が示さ

れていること。 

（ １ ９ ）利 用 者等 からの要 望、苦情 対 応についての取 組が適切 であること。 

（２ ０ ）民 間 事業 所との連 携方 策 及び地 域の障害 児 通所 支 援の質の向上 に資 する取 組

が示されていること。 

（２ １ ）経 費 節減 等の工夫 など効率 的な運 営を実施 するための適切 な収 支 計画 を提 案し

ていること。 

 

３  法 人の運 営理 念 並びに経 営能 力 等に関する評 価  

（１ ） 障害 児 福祉 に関 する良 好な実 績を有 し、運 営 理念 や基 本 方針 が福 祉サービスを実

施するのにふさわしいものであること。 

（２ ） 施設 を安 定 的に管理 運 営する能 力があり、事業 の運 営は、効率 的であり、かつ継続

性が見込 まれること。 

 

４  施 設の管 理運 営 に関する取 組や姿 勢  

（１ ） 指定 管 理者 となる意 欲や熱意 が感 じられること。 

（２ ） 提案 は、具体 的 で実 現可 能であること。 


